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フラッシュ特集

少数株主を締め出すスクイーズアウトの手法については、平成26年会社法改正で、特別
支配株主による株式等売渡請求制度の創設などが行われ、平成29年度税制改正で、吸収
合併・株式交換における適格要件の見直しなどが行われたことで、選択肢が広がった。そこ
で、５つのスキームごとに、法務・税務・会計上の留意点をまとめてもらった。
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それぞれの概要・手続を整理
スクイーズアウトの５つのスキーム
適格要件見直しと課税関係の統一など
スクイーズアウトに関する
平成29年度税制改正の概要
スキーム別の法務・税務・会計①
吸収合併の場合のポイント
スキーム別の法務・税務・会計②
株式交換の場合のポイント
スキーム別の法務・税務・会計③
全部取得条項付種類株式の場合のポイント
スキーム別の法務・税務・会計④
株式併合の場合のポイント
スキーム別の法務・税務・会計⑤
株式売渡請求の場合のポイント
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会社法改正・税制改正で広がった選択肢
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